
公営企業会計編 
 

○ 法適用企業 

   地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する企業のことをいい、地方公営企業

法の全部の規定が適用される「全部適用企業」と、地方公営企業法の財務に関する規

定など一部の規定が適用される「一部適用企業」に分かれます。 

 

 ・全部適用企業：水道事業（簡易水道事業を除く）、工業用水道事業、軌道事業、自

動車運送事業、鉄道事業、電気事業、ガス事業の７事業 

 

 ・一部適用企業：病院事業 

 

  ※その他、条例により法の全部又は一部を適用できます。 

 

○ 法非適用企業 

地方公営企業法の適用を受けない公営企業のうち、地方財政法に規定される公営企

業です。 

  具体的には、公共下水道事業、簡易水道事業、市場事業、観光施設事業等などのう

ち、法適用企業（条例等により地方公営企業法の規定の全部又は一部の適用をうける

企業）を除く企業を指します。 

 

○ 純損益 

法適用会計において、総収益（収益的収入計）から総費用（収益的支出計）を差し

引いた額のことです。 

 

○ 実質収支 

  法非適会計において、歳入歳出差引額（形式収支）から、翌年度に繰り越すべき財

源を控除した額のことです。 

 

○ 基準内繰入金 

  地方公営企業法等の規定による一般会計と公営企業会計との間の経費の負担区分

の原則等に基づき、毎年度地方財政計画において計上している公営企業繰出金の基準

を通知している「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計

から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金を指します。 

 

○ 基準外繰入金 

  繰出基準以外の繰入金のことを指します。 

 

 

 


